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栃 木 県 に お け る結 核 管 理 指 標 の 時 系 列 観 察

小 林 雅 与

栃 木 県 小 山 保 健 所
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OBSERVASION ON THE SCALES OF TUBERCULOSIS 

CONTROL IN TOCHIGI PREFECTURE

Masayo KOBAYASHI*

(Received for publication February 16,1990)

The annual the incidence rate of tuberculosis in Tochigi prefecture has been slowed in 

decreasing or rather been increasing since 1980.

The purpose of the study is to clarify the factors infuluencing the yearly changes of the 

incidence.

The incidence rate of tuberculosis,positive rate in bacteriological findings ,average 

duration with active tuberculosis,and etc were observed from 1981 to 1987 by tuberculosis 

control analytical chart.

The results thus obtained were as follows:

1.The incidence rate of tuberculosis has increased since 1982 in Tochigi prefecture .

2.In Tochigi prefecture,the proportion of patients with bacteriological examinations 

was lower,and the rate of patients with positive findings was higher than that of Japan .

3.The incidence rate in the age group of 5-14 years in Tochigi prefecture was higher 

than that of Japan.Younger age group should be given health education of tuberculosis .
4.While the duration of active tuberculosis had been being shortened until 1984 in 

Tochigi prefecture,but since then the average duration became as long as that of whole 

Japan.

5.The proportion of infectious patients without medical treatment in Tochigi 

prefecture had decreased until 1983,but since then it became as high as that of Japan.The 

surveilance system of tuberculosis should be used to find infectious patients without 

medical treatment.

*From the Public h
ealth center of Oyama in Tochigi,1-13-39 Hanagaki Oyama city,

Tochigi 323 Jhpan.
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緒 言

結核 に対す る関心 は,一 般住民 ばか りでな く医療機関

において も薄れて きてお り,こ の ことが一 因 とな って,

中学 ・高校等 で結核 の集団感染が発生 してい る。

わが 国 の結 核罹 患率 は着実 に減 少 して きたが,1975

年頃か ら減少傾 向に鈍化 が見 られるようになった。

栃木県で は,こ の傾 向はさ らに強 く,最 近 は増加傾向

す ら見 られ る。

栃木県 にお ける結核の疫学像を観察 し,罹 患率鈍化 の

要 因 を明 らか にす るた めに,先 に,1987年 におけ る県

内3保 健所 の1年 間 の新登録結核患者を対象 に,発 病の

背景 を調査 した1)。次 いで1962年 か ら87年 までの26年

間 にお いて,栃 木 県 の結核 の推 移 と対策 の検討 を行 っ

た2)。

今回 は栃木県 にお ける結核対策 の現状 と問題点 を明 ら

かにした上で,今 後 の対応 についての指針を得 る目的で,

1981年 か ら87年 の7年 間 につ いて,結 核の年次推移 を

結核管理 図に用 い られるい くつか の指標 を用 いて観察 し

た。

方 法

1981年 か ら87年 までの結核管理図に用い られる指標

の うち,結 核蔓延状況 に関す るもの(全 結核有病率,感

染性肺結核有病率,菌 陽性有病率,全 結核罹患率,感 染

性肺結 核罹 患率,菌 陽性罹患率,塗 抹陽性罹患率),感

染性お よび菌検査 状況 に関する もの(新 登録結核患者中

感染性の割合,年 末活動性肺結核患者 中感染性 の割合,

新登録感染性結核患者中新登録菌陽性結核患者 の割合,

年末感染性結核患者中年末菌陽性結核患者の割合,新 登

録活動性肺結核患者 の菌検査実施率,新 登録結核患者の

菌陽性率,新 登録菌陽性結核患者中新登録塗抹陽性結核

患者 の割 合),結 核 患者年齢 の偏 りに関す るもの(新 登

録結核患者中0～4歳 の割合,新 登録結核患者 中5～14

歳 の割合,新 登 録結 核患者中60歳 以上 の割合,年 末活

動性結核患者中60歳 以上の割合),結 核有病等 の期 間に

関する もの(肺 結核患者 の平均有病期間,平 均不活動性

期間,平 均菌 陽性 期間),患 者管理 に関す るもの(総 登

録患者中病状不 明の割合,年 末活動性肺結核患者中医療

な しの割合,年 末感染性結核患者 中医療 な しの割合,年

末感 染性 結核 患者 中入 院 の割 合)に ついて,47都 道府

県の平均 と栃木 県 との差異 が標準偏差 の何倍で あるか観

察 した。 つ ま り各指 標について47都 道府県 の平均値を

求 め,こ れ をゼロとし,栃 木県の値 が標準偏差 の何倍か

を,全 国 を上回 る場合 は+,下 回 る場合は―の符号 をつ

けて示 した。 なお,資 料 には結核の統計(厚 生省編結核

予 防会発行,1982～88年 版)を 用 いた。

結 果

1.結 核蔓延指標の年 次推移

1962年 か ら87年 までの栃木 県 と全 国の結核 の推移 を

図1に 示 した。全結核お よび感染性肺結 核の罹患率 は62

図1結 核患者の年次推移
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有病率 ・全結核(人 口10万対)

有病率 ・感染性(人 口10万対)

有病率 ・菌陽性(人 口10万 対)

罹患率 ・全結核(人 口10万 対)

罹患率 ・感染性(人 口10万 対)

罹患率 ・菌陽性(人 口10万 対)

罹患率 ・塗抹 陽性(人 口10万 対)

図2結 核蔓延状況

年 以来 全国 よ り低 い値 を示 していたが,82年 か ら増加

傾 向を示 し,全 国 との差が縮小 してい る。有病 率につい

て も,感 染性肺結核で は同様の傾向が見 られた。死亡 率

は1982年 か ら減少傾向が緩やか にな った。

2.蔓 延 に関す る結核管理指標の推移

結核蔓延状況 につ いては,図2に 示す ように,有 病率

で,全 結核,感 染性肺結核,菌 陽性患者 ともに栃木県 は

全 国 よ り低 い値 を示 していた。 しか し,81年 か ら87年

にかけて,感 染性肺結核患者で は全国 との開 きに減少傾

向が見 られ る。罹患率 につ いては,栃 木県 は全結核,感

染性肺結 核,菌 陽性 の新登録患者率 と もに全般的 に全国

を下 回 ってい るが,81年 か ら86年 まで増加傾向が見 ら

れ る。特 に菌陽 性罹患 率 は,86年 には全国並 にまで上

昇 してい る。塗抹 陽性 率 も全般 的に全国 を下回 って いた

が,86年 に一時全国並 とな った。

新登録中感染性(%)

年末肺活動性中感染性(%)

新 ・菌(+)/新 ・感染性(%)

年末 ・菌(+)/年 末 ・感染性(%)

新 ・活肺 ・菌検査実施率(%)

新 ・菌陽性率(%)

新 ・塗抹 陽性/新 ・菌陽性(%)

図3感 染性および菌検査状況

3.感 染性 および菌検査 に関す る結核管理指標

図3に 示すように新登録肺結核患者中感染性 の割合 は,

ほぼ全国並 であった。年末活動性結核患者中感染性 の割

合 は86年 まで全国 を下回 って いたが,87年 には全 国を

やや上 回 った。新登録患者 につ いてみた,感 染性結核患

者 中 の菌 陽性者 の割合 は84年 まで減少 し,そ の後横 ば

いで87年 にはや や増加 した。年末登録患者についてみ

た,感 染 性結 核患 者 中の菌 陽性者の割合 は,83年 に一

時全国を上 回 ったが,全 般的 には全国を下回 った。新登

録活 動性肺結核患者 の菌検査実施率で は84年,85年 に

一 時全国並 とな ったが,全 般 的には全国 を下回 っていた。

新登録患者の菌 陽性率 および新登録菌陽性患者中の塗抹

陽性者の割合 は,全 般 的に全 国を上 回って いた。

4.結 核患者 の年齢 に関する結核管理指標

結核患者年齢の偏 りについては,図4に 示す ように,
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新登録 中0－4歳 の割合(%)

新登録中5－14歳 の割合(%)

新登録中60歳 以上の割合(%)

年 末 ・活動性 ・60歳以上の割合(%)

図4結 核患者年齢の偏り

平均有病期間 ・肺結核(年)

平均不活動性期間(年)

平均菌陽性期間(年)

図5結 核有病等の期間

5～14歳 の 占め る割合は,81年 か ら83年 まで全国並で

あ ったが,84年 か ら87年 まで全 国を大 き く上回 ってい

ることに注 目しな ければな らない。0～4歳 の新登録者

の割 合 は,85年 に一時 全国 を上 回 ったが,そ の他 の観

察期間で は全国並であ った。新 登録者 中または年末登録

者中の60歳 以上の 占め る割合 は,い ずれ も全 国並 であ っ

た。

5.結 核有病 の期間 に関す る結核管理指標

有 病 の期間 は,図5に 示す ように81年 か ら全 国よ り

総登録中病状不明(%)

年末肺活動性 ・医療 な し(%)

年末感染性 ・医療 なし(%)

年末感染性 ・入院(%)

図6患 者 管 理

大 きい値 を示 して いたが,し だ いに減少 し,85年 以 降

全 国並 になった。不活動性結核の登録期間 について は,

85年 まで減少 して きたが,全 般 的 に全国を上回 ってい

る。菌 陽性期間 は全般的 に全国 を下回 っていた。

6.患 者管理 に関す る指標

患者管理 については,図6に 示す ように登録患者中病

状不 明者 は,81年 か ら86年 まで全国を下回 り横ばいを

続 けて きたが,87年 には全国 を大 き く上回 った。活動

性肺結 核患者 中医療 な しの割合 は,81年 か ら82年 まで

急激に減少 したが,そ の後 はほぼ全国並で あった。感染

性結 核で 医療 な しの割合 は,83年 まで減少傾向を示 し

たが,そ の後増加 し全国並 となった。年末感染性結核患

者の うち入 院の割合 は全 国をず っと上回 って きた。

考 察

結核が死因の トップであ った1935年 代 と比較す ると,

結核 は死亡率の激減ばか りでな く,罹 患率 の減少,短 期

治療 な ど格段 の改善 が み られる。 さ らに,1986年 か ら

電算化結核サ ーベイ ランス事業 も始 ま り,全 国 の結核罹

患 の状況が毎月把握で きるよ うにな り,モ ニタ リングを

続 けることで結核罹患の月別,地 域別変化 に も敏感 に対

処 で き るようにな って きてい る3)。しか し,結 核予防 に

対す る意識 は住民ばか りでな く,保 健所,市 町村 の担 当

者です ら薄 らいで きて いる。

近年,栃 木県で は新登録結核患者数が増加 す る傾 向に

あ り,そ の真偽 と対策の現状を明 らかにす るために全国
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との比較検討 を行 った。

栃木県 の菌検査実施率が,全 観察期間で全国 を下回 っ

ていること。菌陽性率が全観察期間を通 じて全国 を上回 っ

ている ことか ら考 えると,重 症 になってか らの患者発見

が多 く,こ の ことは栃木県 の罹患率増加 の1つ の要因 と

考 え られ る。 この点 は,1987年 に栃木県内3保 健所 に

おける新登録結核患者 を調査 した結果,患 者発見方法 に

ついて,医 療機 関発見率 では全国 とほぼ同 じであったが,

定期検診発見率 が全 国よ りも高 く,し か も定期検診発見

者の菌 陽性率 が全 国を上 回 ってお り,結 核患者発見 の遅

れが,栃 木県 において強 く推察 された ことに一致す る1)。

さらに,栃 木県 におて保健所 や市 町村 における結核住

民検診 受診 率が近年低下 している こと4),住 民 の結核 に

対す る関心 が低下 してい ること5)に も原 因の1つ がある

と考え られ る。

栃木県で は全国に比 べて,新 登録結核患者 の うち若年

者 の割合 が高 くな って きて い る。 この原 因 としては,

BCG接 種 を して おけば結 核が100%発 病 しない とい っ

た,BCGに 対す る過 信6)や,高 齢者結核患者 か らの家

族 内感染7)8)が 考え られ る。一般 住民 ばか りでな く,中

学 ・高校生 に対 して も,長 引 く咳な どの症状か ら結核 を

疑 った医療機関の早期受診を健康教育 として強化 す る必

要が ある。 また,保 健婦 による登録結核患者1人 当た り

の訪 問件 数が,65年 頃 に比べて75年 以降 は半 減 してい

る ことか らも2),新 規登録患者の徹底 した訪問指導 が今

後必要 と考え られ る。

平均有病期間,お よび菌陽性期間が全国 よりも短縮 し

てい るの は,INH,RFPを 主軸 とす る確立 した結核治

療9)の 普及 によると考 え られ る。

しか し,83年 の結核登録者調査時 には10),栃 木県 は,

RFP使 用率 が全 国 を下回 り,登 録結核患者の平均有病

期間 も全国 よ りも長期間で あったことか ら,そ れ以降 に,

治療状況 のかな りの改善が あったことが推測 され る。

結 核管 理 にお いて,登 録患者中 の病状不明者が87年

に急増 したのは,電 算化結核 サーベイラ ンス事業の実施

に対 し,病 状不 明の基準 が厳 しくな り,今 までの栃木県

における管理 が不 明確 であった ことも考え られ るが,担

当者 が コンピュー ターに対 して精通 して いなか ったため

に,必 要 な管理情報 が正確 に入力 されなか ったことも要

因 と考 え られる。年末活動性肺結核患者中,お よび年末

感 染性結核患者 中の医療 な しの割合 を,さ らに低下 させ

ることが今後必要 であるが,そ のためには,結 核患者登

録票(ビ ジブルカー ド)や 結核 サーベイ ランスデータか

ら定期的に治療放置者 を探 して治療継続 の指導 を した り,

病状不明者 の病状把握 の徹底 に努 め ることが必要 である。

結核治療薬の飛躍的進歩 によ り,結 核死亡率 の激減,

罹患率の低下がみ られ るよ うにな ったが,こ こ5～6年

の間 に結核罹患 率の低下 が鈍 り,若 年層 における結核集

団感染 も少なか らず発生 してい る。 また,結 核 も糖尿病

等の合併症を含んだ り,ス テ ロイ ド剤使用 による免疫能

低下のための発病な ど疾患 自体 も変化 して きている11)。

さらに,結 核患者に対 してかな りの時間を費 や して行 っ

て いた保健婦の訪問指導 も,成 人 病の指導 に対象 が動 い

て きて いる。

現在,栃 木県 において,結 核罹 患率の減少傾 向が鈍化

し,し か も若年層の罹患率が全国に比 べて高 い。 また,

新登録患者の菌検査実施率 は低いが,菌 陽性者 の割合 の

高 いことが問題で ある。

このような状況 に対 し,今 後,一 般住民ばか りでな く

学校保健面 にお いて も,生 徒 に対 して結核の健康教育 を

強化 し,症 状 の軽 いうちに結核を疑 って医療機 関を受診

す るよ うな知識 を持 たせ ることが必要であ る。 また,新

登録患者 に対 しては,家 族内感染等二次感染予防のため

に も保健婦 による訪問指導 を強化 し,家 族検診 の徹底 を

図 る ことが必要 である。

結 語

結核管理図 に用 い られるい くつか の指標を用いて,栃

木県 の結核 の現状 につ いて全国 との比較検討を行 い,次

のよ うな結論 を得 た。

1.栃 木 県 での結 核罹 患率 は,1982年 頃 より減少傾

向に鈍化 が見 られる。

2.栃 木県の新登録結核患者 は,菌 検査実施率が低 く,

新登録結核患者 中の菌陽性者 の割合が高 い。

3.栃 木 県 の新登 録患 者 は,5～14歳 の若年層の割

合が全 国を大 きく上 回る。

4.排 菌期 間,有 病期 間,不 活動性 の期間 とも栃木県

は,短 縮 の傾 向にあ るが,不 活動性期間 はまだ全国 を上

回 ってい る。

5.栃 木 県 の病状 不 明者 は,1986年 まで全国 を下回

り横ばいを続 けて きたが,87年 には全国 を大 き く上回 っ

た。活動 性肺結 核患者 中医療 な しの者 は,ほ ぼ全国並で

あ った。 感染性肺結核患者 中医療 な しの者 の割合 は,全

国を下回 りなが らも増加傾 向にある。

6.以 上の ことか ら,栃 木県 における今後 の結核対策

は,若 年層 に結核の健康教育 を強化 する ことで の結核患

者早期発見対策 と,新 登録結核患者 に保健婦 の訪問指導

を徹底す ることでの治療放 置者削減対策 が中心で あると

考え る。

文 献

1) 小 林 雅 与: 栃 木 県 にお け る結 核 の疫 学 的研 究 そ

の1, 結 核, 64: 605～612, 1989.

2) 小 林 雅 与: 栃 木 県 にお け る結 核 の疫 学 的研 究 そ

の2, 結 核, 65: 1～8, 1990.

3) 青木正和: 新結核サーベイ ランス, 財団法人結核

―5―



692 結 核 第65巻 第11号

予 防 会, 1986.

4) 栃 木 県: 栃 木 県 衛 生 年 報, 1989.

5) 島尾 忠 男: 結 核 対 策, 結 核, 63: 677～685, 1988.

6) 青 木 正 和: 結 核 集 団 感 染, 財 団 法 人 結 核 予 防 会,

 1986.

7) 青 木 正 和: 結 核 感 染 を め ぐ る諸 問 題 (1), 結 核,

 63: 33～38, 1989.

8) 亀 田和 彦, 久 池 井 暢, 堀 井 富 士 子 他: 結 核 患 者 の家

族 検 診, 結 核, 52: 447～453, 1977.

9) 木 野 智 慧 光: 肺 結 核 の化 学 療 法, 財 団 法人 結 核 予

防会, 1980.

10) 大 池 真 澄: 昭 和58年 結 核 登 録 患 者 調 査 の概 要 に つ

い て, 結 核, 59: 581～587, 1984.

11) 三 上 理 一 郎: 臨 床 免 疫 学 的 にみ た 結 核 発 病 の要 因,

 結 核, 59: 39～63, 1984.

―6―


